
令和 2 年 6 月 29 日 

令和 3年度実施市民提案型協働事業 事前意見交換(中間・結果)確認書 

事 業 名 持続可能な地域運営組織の再構築モデル事業 

実 施 主 体 

団 体 名 
（特定非営利活動法人） 

湘南ＮＰＯサポートセンター 

事業担当課 協働推進課 

意見交換の概要 

【提案団体の考え】 

① 事業の目的、力点を明確にすべき 

・目的は、高齢化とウイズコロナ、アフターコロナの社会環境に対応し、

幅広い世代が地域運営に参画していくことをめざし、地域の実態に合った

地域活動やその運営団体間の連携を検討していくうえで、留意・確認する

ポイントを地域の皆さんと共に考え検討し、体系化していくこととする。 

・力点は、幅広く地域の声を反映していく方法、課題や目標を共有するた

めの客観的データの作成方法、活動を企画検討する場の作り方や進め方を

わかりやすく解説するマニュアルを作成し、他地域へと波及・横展開して

いくことを目的とする。マニュアルには具体的に実践した地域の事例も掲

載する。 

② 地域団体の存在意義、自主性・自律性を考慮すべき 

・地域住民ならびに各団体へのアンケート、ヒアリングを通じて、地域の

各団体の年間の活動実態とその貢献・成果等を再整理するとともに地域に

共通する課題や改善点、今後必要となる地域活動等についても、地域主体

でニーズ把握ができるようにサポートする。 

③ 地域の意見を幅広く聞く姿勢で取り組むべき 

・コロナ禍の中で様々な活動を自粛している状況の下で、各世代が地域の

安全・安心と健康・活力として重要と感じている点や主体的に参画してい

く必要があると感じている点（上記アンケート、ヒアリングの結果）を公

表していく。 

【担当課の考え】 

地域をコロナ以前にそのまま戻すのでなく、活動の効率化や負担軽減を図

るなど、新しい在り方にしていく必要があると考えているため、アフター

コロナ、ウィズコロナをより意識した取組を進めて欲しい。 

地域への説明等は、当課との連携をしっかり図り慎重に対応して欲しい。 

事業実施に 

向けての 

課題と対応 

【確認できた現状の課題】 

・事業名である「…地域運営組織の再構築モデル事業…」は地域団体の統

合が目的のように受け取られないように再考する 

・各地域の活動の実態、団体運営の実態と課題をよく把握し、それぞれの

地域団体が工夫している点を確認しながら検討していく必要がある 

・安全・安心や防災等、学校と公民館や地域が連携している行事・活動に

実態と課題等も視野に入れ、検討する 

・地域活動推進会議のような既存の地域団体横断的な協議・調整組織等で

の活動実態と課題を確認していくことが重要である。 
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【確認できた課題への対応など】 

・事業の目的は、社会環境の変化に対応した地域運営ならびに活動の連携、

実施方法の見直しに向けて、その検討のための素材づくり、検討していく

プロセスの中で留意する事項を整理し、役立ててもらうようにしていくこ

とがわかるように事業名を変更する。 

・ガイドライン、地域診断システム、地域づくり読本等については、以下

のように修正する。 

急激な人口減少社会を迎えた地域づくりの現状及びコロナ後の地域づくり

を進める上で、「地域づくりマニュアル」を作成し、地域活動の見直しや運

営の参考にしていただくための支援ツールとして活用していただく。 

・地域の実態把握は市内全地域を対象に実施する。合わせて予算を見直す。 

・地域活動推進会議が設置されている地区から実態把握等をスタートさせ

ていく。 

今後の展望 

■①来年度実施協働事業として提案予定   □②今年度中に実施 

□③団体単独で実施            □④行政単独で実施 

□⑤現在、提案するか保留・検討中     □⑥他の制度を活用 

□⑦提案、及び、実施をしない（実施への課題等を今後も双方で協議） 

□⑧その他（                          ） 

上記で協働事業

として提案しな

い場合等の理由 

協働事業での実施が困難な理由などを具体的に記入してください。 

事業実施に 

向けての 

改 善 策 

① 事業名の変更 

「社会環境の変化に対応した地域活動の仕組みの見直しを支援する方

法検討事業」 

② 事業予算の見直し 
市内全地区アンケートを実施するため、現予算より約 140 万円増額 

・アンケート案作成       5 万円 

・アンケート印刷        5 万円  

・アンケート実施（集計・整理） 5 万円/地区＊25 地区 

・アンケート結果全体取りまとめ 5 万円 

・合計 140 万円 

③ 事業の中でまとめていく成果、内容、名称の変更（仮称） 
ガイドライン  →地域運営の仕組みを再検討するうえでの留意点、ポ

イント集（これをマニュアルと呼んではどうか） 
地域診断システム→地域の実態と将来を把握するデータ、可視化方法 

地域づくり読本 →幅広い世代が参画する地域づくりの解説書 

※ガイドライン、地域診断システム、地域づくり解説書は「地域づくり

マニュアル」として 1つにまとめる。 

協働推進課 

調整事項 

 

 


